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津市選挙管理委員会告示

選挙権を有する者の総数の５０分の１の数及び６分の１の数並びに３分の１の数

津市上下水道事業公告

建設工事等に係る事後審査型条件付一般競争入札の執行

津市公告

市有財産売却に係る条件付き一般競争入札の執行

津市学校給食用献立作成支援システム更新及び運用等に係るプロポーザルの実施

令和５年８月分津市農用地利用集積計画の決定

津市告示

放置自転車の撤去及び保管

津市規則
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津市廃棄物処理施設の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則



 津市廃棄物処理施設の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する

規則をここに公布する。 

  令和５年９月１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第３４号 

   津市廃棄物処理施設の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正

する規則 

津市廃棄物処理施設の設置及び管理に関する条例施行規則（平成１８年津市

規則第１２５号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１号中「搬入券」を「搬入券兼領収書」に改め、同条第２号中「施

設使用申請兼領収書」を「搬入券兼領収書」に改める。 

第２号様式その１から第３号様式までを次のように改める。 



第２号様式その１（第６条関係） 

 搬入券兼領収書（正）   搬入券兼領収書（副）  

搬 入 日   

 

搬 入 日   

車 両 番 号   車 両 番 号   

最大積載量       ㎏ 最大積載量      ㎏ 

総 重 量      ㎏ 総 重 量      ㎏ 

空 車 重 量      ㎏ 空 車 重 量      ㎏ 

正 味 重 量      ㎏ 正 味 重 量      ㎏ 

使 用 料 
     円(税率 ％) 

内消費税額    円 
使 用 料 

     円(税率 ％) 

内消費税額    円 

搬 入 者 名  搬 入 者 名  

  

 領収日付印  領収日付印 

    

登録番号： 

津市西部クリーンセンター 
 

登録番号： 

津市西部クリーンセンター 
 

 



第２号様式その２（第６条関係） 

搬入券兼領収書（正）  搬入券兼領収書（副） 

搬 入 日   時 刻   

 

搬 入 日   時 刻   

計量回数   
車 両
番 号   計量回数   

車 両
番 号   

品 名   品 名   

搬入者名   搬入者名   

地 域 名   地 域 名   

搬入回数   搬入回数   

総 重 量 ㎏ 領収日付印 総 重 量 ㎏ 領収日付印 

空車重量 ㎏ 

  

空車重量 ㎏ 

  

正味重量 ㎏ 正味重量 ㎏ 

単 価 
（1 0 ㎏当たり） 

円 
単 価 
（10 ㎏当たり） 

円 

使 用 料 

(消費税額) 

円(税率 ％) 

(     円) 

使 用 料 

(消費税額) 

円(税率 ％) 

(     円) 

登録番号： 
 

登録番号： 

津市クリーンセンターおおたか 津市クリーンセンターおおたか 

 

 



第３号様式（第６条関係） 

搬入券兼領収書（正）         搬入券兼領収書（副） 

日 時   日 時  

車 番  回 数  車 番  回 数  

ごみ種 
区 分 

 ごみ種 
区 分 

 

地 区  地 区  

ごみ種  ごみ種  

搬 入 
者 名 

 搬 入 
者 名 

 

総重量 ㎏ 総重量 ㎏ 

空 車 
重 量 ㎏ 

空 車 
重 量 ㎏ 

正 味 
重 量 ㎏ 

正 味 
重 量 ㎏ 

最 大 
積載量 ㎏ 

最 大 
積載量 ㎏ 

使用料 
      円(税率 ％) 

内消費税額    円 
使用料 

      円(税率 ％) 

内消費税額    円 

登録番号： 

津市リサイクルセンター 

 

 登録番号： 

津市リサイクルセンター 

 

 



   附 則 

 この規則は、令和５年１０月１日から施行する。 



津市告示第２３９号 

津市自転車等の放置の防止に関する条例（平成１８年津市条例第２０９号）

第１２条第２項、第１３条第２項及び第１４条に基づき撤去し、保管している

自転車について、同条例第１６条第２項の規定により次のとおり告示する。 

 令和５年９月１３日 

 

            津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 放置されていた場所、台数及び撤去した年月日 

放置されていた場所 台数 撤去した年月日 

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 令和５年８月４日 

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 令和５年８月２８日 

２ 保管期間 

   告示の日から９０日間 

３ 連絡先 

垂水自転車等保管庫  

０５９－２２２－６３０７ 



津市公告第１３５号 

次のとおり条件付一般競争入札を執行しますので、津市契約規則（平成１８

年津市規則第４０号）第４条の規定により公告します。 

令和５年９月５日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

別紙のとおり 

  



１ 入札に付する事項 

⑴ 件名 令和５年度第３回津市公有財産売却 

⑵ 物件の概要 

物件 

番号 
概要 

特記 
事項 

１ 

区分 所在 地番 地目 地積 

別紙① 
物件調
書のと
おり 

土地 
津市安濃町
安濃字下大
谷 

２６４０番 山林 １，４７４㎡ 

２６４３番１ 山林 ２５３㎡ 

２６５８番 山林 ２４４㎡ 

２６５８番１ 山林 ３３３㎡ 

２６５９番 雑種地 ３１０㎡ 

２６６０番 雑種地 ５６８㎡ 

２６６１番１ 山林 ６８７㎡ 

２６６１番３ 山林 １，３２５㎡ 

２６６２番 雑種地 ２０１㎡ 

２６６３番 雑種地 １９５㎡ 

２６６４番 山林 １，７９１㎡ 

２６６４番１ 山林 ４５６㎡ 

２６６５番 雑種地 ３４７㎡ 

２６６６番 雑種地 ５０９㎡ 

２６６６番１ 雑種地 ５２㎡ 

２６６７番 山林 ８１６㎡ 

２６６７番１ 山林 ３６６㎡ 

区分 所在 種類 構造 床面積 

建物 
(未登記) 

津市安濃町
安濃字下大
谷 2640 番
地 

工場 鉄骨造 １４６．２５㎡ 

⑶ 各物件に関する特記事項 

ア 本物件は、現状有姿で引き渡します。 

イ 本市は、本物件における地中埋設物、土壌汚染等の有無に係る調査

（物件番号１の建物の耐震調査を含みます。）は実施しておらず、現在

本市においてこれらの存在を認知していません。物件の引渡し後に、地

中埋設物、土壌汚染等が判明又は不具合等が発生した場合でも、本市は



契約不適合責任を負わず、落札者は、本市に対し、履行の追完の請求、

売買代金の減額の請求、損害賠償請求及び契約の解除権を行使すること

はできません。 

ウ 本物件の土地の地積は、不動産登記の表示によるものとし、本市は、

各物件に係る境界の明示責任を負いません。また、本物件の土地の不動

産登記の表示による面積と実測による面積に相違がある場合であっても、

本市及び落札者は、売買代金の増減請求その他の請求を行わないことと

します。 

エ 本物件は、その来歴において安濃村（町）清掃事業所の敷地として使

用されており、当時の分類における可燃物の焼却処理及び当該敷地内に

灰等の焼却残渣の埋め立て処理を行っていたこと、及び建物内にはプラ

ント設備が残置していることのほか、別紙①「物件調書」に記載の特記

事項があり、本市は、これらの契約不適合責任を負いません。 

⑷ 物件の現地見学会 

下記のとおり物件に関する現地見学会を開催しますので、入札参加希望

者は、申込期限までに、入札に参加しようとする物件の所管課にお申し

込みの上、現地見学会において当該物件の現状を確認してください。 

確認後において、入札に参加しようとする場合は、所定の様式による

「現地確認書」を、入札参加申込時に本市に提出してください。なお、

入札に参加する場合は、現地確認及び現地確認書の提出が必要となりま

すので、ご注意ください。 

日時：令和５年９月２０日（水）午前１０時から午後４時まで 

   令和５年９月２１日（木）午前１０時から午後４時まで 

※ 原則として上記いずれかの日程内で下記所管課へお申し込みくださ 

い。申込者が多数となる場合は別途日程を設ける場合があります。 

※ 所要時間は、各物件 30 分程度を予定しています。 

※ 申込者ごとに異なる時間帯で実施を予定しています。 

※ 申込期限：令和５年９月１５日（金）午後５時まで 

物 件 所管課 電 話 

物件番号１ 安濃総合支所地域振興課 059-268-5511 

２ 入札参加の資格  

入札に参加できる者は、次の各号のいずれにも該当しない者とします。 

⑴ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税、固定



資産税・都市計画税及び軽自動車税を滞納している者 

⑵ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各

号又は第２項各号のいずれかに該当すると認められる者 

⑶ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第６号に規定する暴力団員（暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準

構成員、総会屋、社会運動等標榜ゴロ、特殊知能暴力集団その他これらに

準ずる反社会的勢力（以下「反社会的勢力」といいます。）と認められる

者 

⑷ 経営又は運営に反社会的勢力が実質的に関与していると認められる者 

⑸ 反社会的勢力と知りながら、これを不当に利用したと認められる者 

⑹ 反社会的勢力に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど反社会

的勢力の維持運営に協力し、又は関与していると認められる者 

⑺ 反社会的勢力と密接な関係又は社会的に非難されるべき関係を有してい

ると認められる者 

⑻ 法人その他団体の役員等（非常勤を含む役員、支配人、支店長、営業所

長その他これらに類する地位にある者及び経営に実質的に関与している者

をいいます。）のうちに第３号から前号までのいずれかに該当する者があ

るもの 

⑼ 民法（明示２９年法律第８９号）第１２０条第１項に規定する行為能力

制限者（未成年者、成年被後見人等。以下「行為能力制限者」といいま

す。）に該当すると認められる者（行為能力制限者の法定代理人が代理し、

又は同意した場合を除きます。） 

⑽ 日本語が理解できない者 

⑾ 日本国内に住所及び連絡先がない者 

⑿ 入札しようとする物件に関し本市が開催した現地見学会に参加しない者、

若しくは参加をしたものの、当該物件の現地確認書を提出しなかった者 

⒀ 消費者契約法（平成１２年法律第６１号）第２条に規定される消費者に

該当する者 

３ 入札参加申込み 

⑴ 入札参加申込手続 

ア 申込方法 下記⑵の必要書類を本市に郵送又は直接持参により提出し

てください。本市の確認後、入札参加資格審査結果を通知します。 



イ 申込期間 令和５年９月２０日（水）午後１時から同月２５日（月）

午後２時まで 

⑵ 必要書類 

ア 津市公有財産売却入札等参加申込書兼入札保証金返還請求書兼口座振

替依頼書（以下「入札参加申込書」といいます。） 

イ 履歴事項全部証明書（個人事業主の場合は、住民票の写し） 

ウ 印鑑証明書（個人事業主の場合は、印鑑登録証明書） 

エ 市町村税完納証明書 

完納証明書を発行していない市区町村の場合は、下記の証明書で該当

するすべてのものについて、それぞれ直近２年度分を提出してください。 

(ｱ) 市町村民税の納税証明書又は非課税証明書 

(ｲ) 固定資産税・都市計画税の納税証明書又は非課税証明書 

(ｳ) 軽自動車税の納税証明書又は非課税証明書 

オ 誓約書 

カ 現地確認書 

※ 一度提出した書類については、理由にかかわらず一切返却できません。 

※ ア、オ、カの書類は、津市ホームページからダウンロードし、若しく

は入札参加申込期限まで下記の窓口にて配布します。 

※ 提出先は、〒５１４－８６１１ 三重県津市西丸之内２３番１号 津

市政策財務部財産管理課財産活用・建築修繕支援担当とします。 

※ イからエまでの書類については、いずれも申込日において発行後３月

以内の原本に限ります。 

※ 一つの物件を複数の者で共有する目的で入札に参加を希望する場合や、

行為能力制限者の入札参加を希望する場合は別途必要書類について協議

してください。 

⑶ 入札保証金の納付 

入札参加者は、下記４において示す「入札保証金」を本市が指定する金

融機関の口座に令和５年１０月５日（木）午後２時までに納付してくださ

い。なお、指定口座については⑴で示した入札参加資格審査結果通知に記

載します。 

※ 入札参加申込者が入札保証金を金融機関に納付してから、本市が納付

完了を確認するまで数開庁日を要します。原則として、上記期限までに

本市が入札保証金の納付を確認できない場合、入札することができませ



ん。なお、入札保証金を銀行振り込み等により納付したことを書面で証

明できる場合において、上記期限までに、当該書面の写しをメール又は

ファクス等で本市に送付し確認を受けた時は、この限りではありません。 

※ 入札保証金は、入札の終了後に所定の手続を経て、入札参加申込書に

て指定された口座に振込みにより返還します。ただし、落札者について

は、契約保証金へ充当します。 

※ 入札保証金には、利息は付しません。 

４ 予定価格（最低入札価格）及び入札保証金の額 

物件番
号 

所 在 
予定価格 

（最低入札価格） 
入札保証金の額 

１ 

津市安濃町
安濃字下大
谷 2640 番
他 16 筆 

10,437,398 円 

1,043,740 円 内
訳 

土地 9,413,313 円 

建物（税込） 1,024,085 円 

 ※ 予定価格には建物に課税される消費税及び地方消費税が含まれます。 

５ 入札について 

⑴ 入札日時：令和５年１０月１１日（水）午前１０時００分 

※ 定刻になっても出席の無い場合は棄権とみなします。また、開札は入

札後、直ちに行います。 

⑵ 入札場所 津市役所本庁舎６階 第６１会議室 

⑶ 入札方法及び決定方法 

ア 本市指定の入札書により、必要事項を記入し、記名・押印（印鑑（登

録）証明書届出印）の上、封入し、入札箱に投函してください。 

  なお、あらかじめ記名・押印（印鑑（登録）証明書届出印）及び封入

をして入札場所に持参しても差し支えありません。 

イ 入札書に記載する金額（入札金額）は、４の予定価格（最低入札価格）

以上の入札金額で表示してください。 

  ウ 有効な入札による入札金額であって、本市が定める予定価格（最低入

札価格）以上の最高の価格の入札者をもって落札者と決定します。 

エ 最高入札金額で入札をした者が２者以上あるときは、直ちにくじに 

より落札者を決定します。ただし、当該入札参加者のうち、くじを引か

ない者がある場合は、失格とします。 

オ その他入札に関する事項は、別添の「公有財産売却に係る一般競争入



札参加者心得」で定めるとおりとします。 

６ 契約について 

⑴ 契約の締結 

落札者決定後、本市と落札者は、令和５年１０月２５日（水）までに契

約を締結することになります。 

契約は、本市が落札者から提出された契約書に記名・押印したときに成

立します。 

⑵ 提出書類 

次に掲げる書類等を令和５年１０月２５日（水）午後５時１５分まで

に本市に提出してください。 

（ア） 公有財産売買契約書 

本市から２部送付しますので、２部ともに記名・押印を行い、１

部のみに収入印紙を貼付した上で、２部とも提出してください。本

市による記名・押印後、１部を落札者へ返送します。 

（イ） 契約保証金充当依頼書兼売買代金充当依頼書 

（ウ） 所有権移転登記嘱託請求書 

（エ） 登録免許税法（昭和４２年法律第３５号）に定める登録免許税相

当分の収入印紙又は登録免許税を納付したことを証する領収証書。

なお、登録免許税額は９２，４００円です。 

７ 契約保証金 

⑴ 落札者から提出された契約保証金充当依頼書兼売買代金充当依頼書に基

づき、入札保証金の全額を本市が算定した契約保証金（契約金額の 100 分

の 10 以上の額）に充当するものとし、充当後なお不足する契約保証金が

ある場合は、本市が別途指定する方法により令和５年１０月２５日（水）

午後５時１５分までに当該不足分の契約保証金を納付してください。 

⑵ 納付された契約保証金は、その全額を売買代金に充当します。 

⑶ 落札者が、正当な理由なく契約書提出期日（令和５年１０月２５日

（水））までに契約書を提出せず、本市が催告をしたにもかかわらず、契

約書を提出しなかった場合は、本市は落札決定を取り消し、契約保証金は

本市に帰属します。 

８ 契約に付す条件の概要 

契約に付す条件の概要は、次の各号のとおりです。詳細は、契約書案（別

紙②）で確認してください。 



⑴ 本市は、物件の引渡しまでの危険負担を負いません。 

⑵ 本市は、契約不適合責任（知れていない事項を含みます。）を負いませ

ん。 

⑶ 物件において、工作物、構築物、残置物、立木その他土地の定着物及び

地中埋設物の撤去並びに造成及び整地を必要とする場合であっても、本市

は当該行為に係る費用の一切を負担しません。 

⑷ 物件の所有権移転後、物件において、関係法令の規制上、建物の建築、

建替え、用途変更、土地の形質変更等が可能か否か、本市は承知して

おらず、これらの行為の可否に関し、本市はその一切の責任を負いません。 

⑸ 物件は、「10 所有権の移転及び引渡し」に特段の定めがある場合を除

き、売買代金の全額納付をもって所有権を移転するものとし、当該所有権

移転登記の費用は、落札者の負担とします。 

９ 売買代金の支払期限及び支払方法 

売買代金（売買代金から契約保証金を差し引いた残額）は、本市の発行す

る納付書により下記支払期限までに納付しなければなりません。 

支払期限：令和５年１１月８日（水） 

10 所有権の移転及び引渡し 

物件の所有権の移転及び引渡しは、売買代金の全額納付があった時に所有

権が移転するものとし、同時に引き渡すものとします。なお、所有権移転登

記は本市が行いますが、所有権の移転登記に必要な登録免許税は、落札者の

負担となります。 

11 契約に関する諸費用 

次の各号に掲げる契約に関する諸費用は、すべて落札者の負担となります。 

⑴ 印紙税法（昭和４２年法律第２３号）及び租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）の規定に基づく印紙税（契約書に収入印紙を貼付） 

⑵ 物件引渡しに要する費用 

⑶ 所有権の移転登記に必要な登録免許税等 

⑷ その他契約に要する費用 

12 その他入札参加申込みに当たっての留意事項 

入札参加者は、入札しようとする物件について、本入札公告及び物件調書

並びに契約書案のすべての内容について十分に理解し、了承している場合に

限り、入札に参加できるものであり、これらの内容の全部又は一部につき、

了承できない部分がある場合は、入札に参加することができません。このほ



か、入札参加者は、次の各号に掲げる事項について了承の上で入札参加申込

みを行ってください。 

⑴ 物件の所有権移転後、物件敷地内への進入路又は敷地の出入口を確保す

るため敷地及び敷地周辺を加工する場合、落札者が関係機関と協議の上、

関係法令に従い、落札者の負担により行うこと。 

⑵ 落札後の契約及び所有権移転登記は、入札参加申込書に記載された名義

で行うこと。 

⑶ 入札参加申込みに係る取下げは、申込みの受付期間内に限って行うこと

ができること。 

⑷ 申込関係書類の提出は、郵送（書留等記録が残る方法）又は直接持参に

より行い、電話又はファクス等による申込みはできないこと。 

⑸ 入札結果については、入札参加申込者の名称（氏名）、入札価格その他

入札に関する結果を公表することがあること。 

 

問い合わせ先 

津市政策財務部財産管理課 

財産活用担当・建築修繕支援担当 

電話番号 ０５９－２２９－３１２６ 

Ｆ Ａ Ｘ ０５９－２２９－３４４４ 



津市公告第１３６号 

 津市学校給食用献立作成支援システム更新及び運用等に係る業務について、

別紙のとおり公募型プロポーザルを実施するので、公告します。 

  令和５年９月６日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 



津市学校給食用献立作成支援システム更新及び運用等に係る業務

公募型プロポーザルについて 

 

１ 業務概要 

⑴ 業務名 

   津市学校給食用献立作成支援システム更新及び運用等に係る業務 

⑵ 履行期間 

業務の内容 期日 

津市学校給食用献立作成支

援システム構築業務 
契約締結日より令和６年８月３１日まで 

津市学校給食用献立作成支

援システム機器等賃貸借 

令和６年９月１日から 

令和１１年８月３１日まで（長期継続契約） 

津市学校給食用献立作成支

援システム保守・サポート

業務 

令和６年９月１日から 

令和１１年８月３１日まで（長期継続契約） 

⑶ 提案上限額 

年度 業務名 金額 

令和６年度 

津市学校給食用献立作成支援シス

テム構築業務 

７５６，０００円 

津市学校給食用献立作成支援シス

テム機器等賃貸借 

５９８，０００円 

津市学校給食用献立作成支援シス

テム保守・サポート業務 

２６６，０００円 

合計 １，６２０，０００円 

令和７年度 

津市学校給食用献立作成支援シス

テム機器等賃貸借 

１，０２４，９０９円 

津市学校給食用献立作成支援シス

テム保守・サポート業務 

４５６，０００円 

合計 １，４８０，９０９円 

令和８年度 

津市学校給食用献立作成支援シス

テム機器等賃貸借 

１，０２４，９０９円 

津市学校給食用献立作成支援シス ４５６，０００円 



テム保守・サポート業務 

合計 １，４８０，９０９円 

令和９年度 

津市学校給食用献立作成支援シス

テム機器等賃貸借 

１，０２４，９０９円 

津市学校給食用献立作成支援シス

テム保守・サポート業務 

４５６，０００円 

合計 １，４８０，９０９円 

令和１０年

度 

津市学校給食用献立作成支援シス

テム機器等賃貸借 

１，０２４，９０９円 

津市学校給食用献立作成支援シス

テム保守・サポート業務 

４５６，０００円 

合計 １，４８０，９０９円 

令和１１年

度 

津市学校給食用献立作成支援シス

テム機器等賃貸借 

４２７，２７３円 

津市学校給食用献立作成支援シス

テム保守・サポート業務 

１９０，０００円 

合計 ６１７，２７３円 

総 額 ８，１６０，９０９円 

⑷ 実施形式 

  公募型企画提案（プロポーザル）方式 

２ 参加資格要件 

本事業の企画提案に参加できる者は、以下の参加資格要件の全てを満たす

津市に本店又は支店等を有する事業者（以下「単独事業体」という。）とする。 

⑴ 津市契約規則（平成１８年津市規則第４０号）第７条に規定する津市競

争入札参加資格者名簿に登載されていること。登載されていない場合にあ

っては、以下の書類を提出し確認を受けていること。 

ア 法人にあっては、履歴事項全部証明書（登記簿謄本） 

イ 商号登記をしている個人にあっては、履歴事項全部証明書（商号登記

簿謄本） 

ウ 商号登記をしていない個人にあっては、身分証明書及び登記されてい

ないことの証明書 

エ 印鑑（登録）証明書 



 ⑵ 国税、本社所在地における都道府県税及び市町村税（支店等がこの公募

型プロポーザルに参加及び契約を行う場合は、本店所在地及び支店等所在

地の都道府県税及び市町村税）の滞納がないこと。 

⑶ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定す

る一般競争入札の参加者の資格を有していること。 

⑷ 本公告から契約締結までの間において、津市建設工事等指名停止基準（平

成２１年４月８日施行）による指名停止を受けている者でないこと。 

⑸ 入札参加資格審査の申請において、提出された書類の記載事項に虚偽が

ないこと。 

⑹ 手形交換所から取引停止処分を受ける等経営状態が著しく不健全でない

こと。 

⑺ 自己又は自社の役員等が次の各号のいずれにも該当する者でないこと、

及び次の各号に掲げる者がその経営に実質的に関与していないこと。 

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法

律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害

を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者 

オ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するな

ど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与して

いる者 

カ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

キ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

⑻ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立

て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申

立て、破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立て、

会社法（平成１７年法律第８６号）に基づく清算の開始又は会社法の施行

に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１７年法律第８７号）第６４

条の規定による改正前の商法（明治３２年法律第４８号）に基づく整理開

始の申立て若しくは通告がなされていない者であること。ただし、民事再

生法に基づく再生手続開始の申立て又は会社更生法に基づく更生手続開始

の申立てがなされた者であっても再生計画又は更生計画が認可された者を



除く。 

⑼ 公告日から過去５年の間に国又は地方公共団体（人口１０万人以上）へ

の学校給食用献立作成支援システムの導入実績を有すること。 

３ プロポーザル実施スケジュール 

公告 令和５年９月６日（水） 

実施要領等の配布 令和５年９月６日（水）から 

質問書の受付 令和５年９月６日（水）から 

  ９月１４日（木）午後３時まで 

質問書の回答期限 令和５年９月２０日（水）市ホームページへ掲載 

参加申込書提出期限 令和５年９月２６日（火）午後３時まで 

企画提案書提出期限 令和５年１０月３日（火）午後３時まで 

第１次審査（書面審査） 令和５年１０月１３日（金） 

第１次審査結果通知 令和５年１０月１６日（月） 

第２次審査（プレゼンテー

ション及び質疑応答） 
令和５年１０月２５日（水） 

審査結果通知 令和５年１０月２６日（木）以降 

４ 実施要領等の配布 

  実施要領等は、津市ホームページ内の本プロポーザル記事内からダウンロ

ードをすること。 

５ 契約の相手方の最優先候補者の選定について 

  提案書は、津市学校給食用献立作成支援システム更新及び運用等に係る業

務プロポーザル審査委員会において審査し、最も高い評価を得た提案を行っ

た提案者を契約の相手方の最優先候補者（以下「最優先候補者」という。）と

して選定する。 

６ 契約の締結について 

審査の結果、最優先候補者と選定された提案者と、提案された内容を踏ま

えた上で契約に関する協議を行い、協議後の仕様内容に基づいた見積を提出

し、契約の締結を行う。 

なお、最優先候補者との協議が整わない場合は、最優先候補者に次いで高

い評価点を得た提案者と順次契約に向けての協議を行う。 

７ その他 

  本プロポーザルに関する詳細は、「津市学校給食用献立作成支援システム



更新及び運用等に係る業務プロポーザル実施要領」による。 



津市公告第１３７号 

 農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律（令和４年法律第５６号）

附則第５条の規定により、同法による改正前の農業経営基盤強化促進法（昭和

５５年法律第６５号）第１８条第１項に基づき、津市農用地利用集積計画を定

めましたので、同法第１９条の規定により公告します。 

  令和５年９月８日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   



津市上下水道事業公告第２５号 

建設工事等に係る事後審査型条件付一般競争入札を執行しますので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び津市契約規

則（平成１８年津市規則第４０号）第４条の規定により、次のとおり公告しま

す。 

  令和５年９月４日 

 

津市上下水道事業管理者 松 下 浩 己   

 

別紙のとおり 



円　（税抜き）

専門技術者

令和5年9月20日

免 除

午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

令和6年2月26日契約締結の日から

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

現場代理人 常駐配置（専任の監理技術者又は監理技術者補佐と兼務可）

まで

なし

建設業許可

午前9時00分

75,822,000

発注業種 土木一式

所在地要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

入札方法等

開札日時
及び場所

予定価格

設 計 図 書
等

に 関 す る
質 問

回 答 日

提出期限 令和5年9月13日

提 出 先 上下水道管理課契約財産担当（津市上下水道庁舎２階）ＦＡＸ059-237-5819

郵 送 先

下水道管更生工法の施工技術の認定証等を有する者（専任の
監理技術者又は監理技術者補佐及び現場代理人と兼務可）

その他要件

【格付】【地区】

同業種の監理技術者（専任配置。ただし監理技術者補佐を専任で配置するときはこの限りでない。）

下水道管更生工法（（公財）日本下水道新技術機構による技術審査・証明を得ている
自立管工法のうち、当該工事の管径及び施工条件等に対応できる工法に限る。）の協
会員であること

経営事項審査において発注業種の年平均完成工事高を有すること
（審査基準日：令和３年１０月１日～令和４年９月３０日）

技術者要件

特定

同種工事
実績要件

・配置技術者について、３ヶ月以上の雇用関係が継続していること。

入札保証金

設計図書
の 閲 覧

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

管渠内面被覆工（既設管径２３０～６００ｍｍ）　４６３ｍ

津市 大門 地内 

大門地内下水道管更生工事

工事場所

工 事 担 当 課公 告 日

工事概要

令和5年9月4日

組立マンホール工　１箇所

下水道工務課

令和５年度下工維補第２号

工 期

【地区】

参加資格
に関する
事 項

格付要件

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

まで

前 金 払

津市上下水道庁舎２階　入札室

契約保証金

令和5年9月25日

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

〒514-8799　日本郵便㈱津中央郵便局　留　津市上下水道管理局　上下水道管理課　宛

上下水道管理課・津市ホームページ「入札・契約」

まで

必着令和5年9月25日

有

有

・同種工事実績要件における官公庁等とは、国の機関（独立行政法人、公団、事業団その他政令
で定める法人を含む。）、都道府県、市町村等及びコリンズ登録された公益民間企業（交通（鉄
道、空港）、資源エネルギー（電気、ガス、石油）、通信会社等）とする。

無部 分 払

契約金額の１００分の１０以上

ホームページにて回答

主任(監理)技術者

市内本店又は市内支店等

過去１０年間（平成２５年度以降）に施工が完了した官公庁等元請実績で以下のとおり
下水道管更生工法（（公財）日本下水道新技術機構による技術審査・証明を得ている
工法に限る。専門技術者の項において同じ）による本管１スパン以上の下水道管更生
工事等

【格付】地 域 ・
格付要件 【ﾌﾞﾛｯｸ】

販 売 店

入札方法

提出期限

最低制限価格

設計図書
の 購 入

その他

本公告の日から 令和5年9月25日

本公告の日から

令和5年9月28日



円　（税抜き）

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

津・香良洲

【地区】

【地区】

Ｂ

【格付】

【地区】

【地区】

〒514-8799　日本郵便㈱津中央郵便局　留　津市上下水道管理局　上下水道管理課　宛

免 除

現場代理人 常駐配置（主任技術者と兼務可）

開札日時
及び場所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予定価格

部 分 払

購入期間

上下水道管理課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

提 出 先

閲覧期間

閲覧場所

設 計 図 書
等

に 関 す る
質 問

前 金 払

提出期限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

契約保証金

必着令和5年9月25日

無

有

有

契約金額の１００分の１０以上

提出期限

発注業種

特定・一般

地 域 ・
格付要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

津市 観音寺町及び広明町

本公告の日から まで

その他要件

同種工事
実績要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

津市水道事業指定給水装置工事事業者である者

地内 

主任(監理)技術者 同業種の技術者（実務経験）以上の者（津市発注工事における専任配置）

元請けとして、上下水道事業局が指定する講習会等を修了した者を適正配置できる者

技術者要件

設計図書
の 閲 覧

令和5年9月4日

配水管布設工　ＰＰφ５０ｍｍ　１７１．４ｍ

仕切弁設置工　φ１００ｍｍ～φ５０ｍｍ　１２箇所

契約締結の日から

工 事 担 当 課

公共下水道事業に伴う観音寺町及び広明町地内配水管移設工事

消火栓設置工　単口地下式　１箇所

令和５年度水工第１８号

・上下水道事業局が指定する講習会等とは、公益社団法人日本水道協会の配水管工技能講習会
（小口径管）、一般社団法人日本ダクタイル鉄管協会の継手接合研修会（耐震管口径450ｍｍ以
下）をいう。

郵 送 先

上下水道管理課契約財産担当（津市上下水道庁舎２階）ＦＡＸ059-237-5819

令和5年9月25日

販 売 店

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

参加資格
に関する
事 項

あり

その他

本公告の日から 令和5年9月25日

令和5年9月28日 午前9時10分

22,370,000

※津市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

令和5年9月13日

令和5年9月20日

まで設計図書
の 購 入

入札方法等

入札保証金

最低制限価格

津市上下水道庁舎２階　入札室

令和6年2月5日

土木一式（配水管工事）

所在地要件

まで

水道工務課

【ﾌﾞﾛｯｸ】

不断水仕切弁設置工　φ１００ｍｍ　１箇所

格付要件

津・香良洲

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

配水管布設工　ＤＩＰφ１００ｍｍ　１３５．５ｍ

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工事場所

公 告 日

工事概要

工 期



円　（税抜き）

免 除

その他
・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

※津市発注業務とは調達契約課又は上下水道管理課発注業務で、担当課執行分を除く。

前 金 払

部 分 払

無

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

本公告の日から 令和5年9月25日

免 除

午前9時30分

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

令和5年9月28日

津市上下水道庁舎２階　入札室

有

同業種の技術者（津市発注業務における専任配置）

同種業務
実績要件

営繕課

令和５年度営水施第１－３８号

三雲浄水場配水池点検口建屋改修工事に係る設計業務委託

令和5年9月4日 業 務 担 当 課

業種

所在地要件

改修

建築関係コンサルタント
登録要件

※上記に係る設計業務委託　一式

契約締結の日から 令和6年2月20日 まで

建築士法（昭和25年法律第202号）第23条第１項の規定による登録を受けていること

市内本店

建築関係コンサルタント

建築一般

　（防水改修、外壁改修、建具改修、内装改修、躯体改修）

松阪市甚目町

無

提出期限

郵 送 先

令和5年9月25日本公告の日から

購入期間

当該業種
における
営業収入
金額要件

技術者要件

営業収入金額を有すること市内本店

主任技術者

契約保証金

入札保証金

予定価格

最低制限価格

1,067,000

販 売 店

上下水道管理課・津市ホームページ「入札・契約」

まで

閲覧場所

設 計 図 書
等

に 関 す る
質 問

提出期限 令和5年9月13日 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日 令和5年9月20日 ホームページにて回答

提 出 先 上下水道管理課契約財産担当（津市上下水道庁舎２階）ＦＡＸ059-237-5819

　　事後審査型条件付一般競争入札

設計図書
の 閲 覧

設計図書
の 購 入

入札方法等

開札日時
及び場所

令和5年9月25日

〒514-8799　日本郵便㈱津中央郵便局　留　津市上下水道管理局　上下水道管理課　宛

必着

閲覧期間 まで

参加資格
に関する
事 項

公 告 日

業務概要

期 間

発注業種

業 務 名

業務場所

その他要件

部門

地内



円　（税抜き）

・同種業務実績要件における官公庁等とは、国の機関（独立行政法人、公団、事業団その他政令
で定める法人を含む。）、都道府県、市町村等及びコリンズ登録された公益民間企業（交通（鉄
道、空港）、資源エネルギー（電気、ガス、石油）、通信会社等）とする。

　　事後審査型条件付一般競争入札

設計図書
の 閲 覧

設計図書
の 購 入

入札方法等

開札日時
及び場所

令和5年9月25日

〒514-8799　日本郵便㈱津中央郵便局　留　津市上下水道管理局　上下水道管理課　宛

必着

閲覧期間 まで

参加資格
に関する
事 項

公 告 日

業務概要

期 間

発注業種

業 務 名

業務場所

その他要件

部門

契約保証金

入札保証金

予定価格

最低制限価格

8,510,000

販 売 店

上下水道管理課・津市ホームページ「入札・契約」

まで

閲覧場所

設 計 図 書
等

に 関 す る
質 問

提出期限 令和5年9月13日 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日 令和5年9月20日 ホームページにて回答

提 出 先 上下水道管理課契約財産担当（津市上下水道庁舎２階）ＦＡＸ059-237-5819

無

提出期限

郵 送 先

令和5年9月25日本公告の日から

購入期間

過去１０年間（平成２５年度以降）に履行が完了した官公庁等元請実績で以下のとおり
上水道施設（配水池又は浄水場等）における耐震診断業務又は耐震補強設計業務

当該部門
における
営業収入
金額要件

技術者要件

営業収入金額を有すること市内本店又は市内支店等

照査技術者

管理技術者

地内津市 白山町伊勢見ほか２町

令和5年9月4日 業 務 担 当 課

業種

所在地要件

耐震二次診断業務　一式

土木関係コンサルタント
登録要件

契約締結の日から 令和6年3月25日 まで

建設コンサルタント登録規程（昭和52年建設省告示第717号）第２条第１項の規定による登録を受けていること

市内本店又は市内支店等

土木関係コンサルタント

上水道及び工業用水道

契約金額の１００分の１０以上

その他

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

※津市発注業務とは調達契約課又は上下水道管理課発注業務で、担当課執行分を除く。

前 金 払

部 分 払

有

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

本公告の日から 令和5年9月25日

免 除

午前9時40分

入札方法

㈲オグラ　　津市垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

令和5年9月28日

津市上下水道庁舎２階　入札室

有

同業種（同部門）に係る技術士、技術管理者又はＲＣＣＭのいずれかの者（津市発注業務における専任配置）

同業種（同部門）に係る技術士、技術管理者又はＲＣＣＭのいずれかの者

同種業務
実績要件

安芸事業所

令和５年度水安水施第１－４号

白山青山高原配水池ほか２配水池耐震二次診断業務委託



その他要件

【添付資料】

まで

下水道工務課

令和５年度下工公補第１４号

市内本店

工 事 担 当 課

までに自らの審査結果について書面により照会することができる。

加算方式：
総合評価点＝価格点（８０点満点）＋価格以外の評価点（２０点満点）
価格点の算出方法は以下のとおりとする。

ア．入札価格＞低入札価格調査基準価格の場合
価格点＝８０点×失格基準価格÷｛失格基準価格＋（低入札価格調査基準価格
－失格基準価格）／１０＋（入札価格－低入札価格調査基準価格）｝

イ．入札価格≦低入札価格調査基準価格の場合
価格点＝８０点×失格基準価格÷｛失格基準価格＋（入札価格－失格基準価
格）／１０｝

技術者要件

審査結果照会
照会対象項目は、価格点以外の評価項目すべてとする。

手持ち工事量評価資料
（手持ち工事に係るコリンズ登録等の写し、経営規模等評価結果通知書の写し）

【別紙様式
及び

添付資料】

配置予定技術者評価資料
（同種・同規模工事のコリンズ登録等の写し（配置予定技術者の施工実績）、配置
予定技術者の資格証の写し、雇用関係及び生年月日が確認できる書類）

【第６号様式
及び

添付資料】

令和5年10月2日

【第５号様式
及び

添付資料】

総合評価方式
の類型

工事成績重視型（津市建設工事総合評価落札方式試行要領第３条第２号）

別紙「総合評価落札方式評価項目一覧」のとおり

【ﾌﾞﾛｯｸ】

配置予定技術者評価資料
（加盟団体が発行した学習履歴証明書等の写し）

総合評価
落札方式
に関する
事　　項

価格以外の
評価点の公表
（審査結果）

総合評価点
の算出

評価項目、評価
の内容、配点

市内本店業者施工率評価資料

【添付資料】
社会貢献に関する資料
（障がい者雇用状況報告書等の写し、労働安全衛生マネジメント認証等の写し）

【提出資料】

評価項目
算定資料

建設キャリアアップシステム評価資料
（事業者ＩＤの写し等）

【別紙様式
及び

添付資料】

【別紙様式】

評価方法及び
落札者決定方法

令和5年9月4日

プレキャストカルバート工（１８００×１５００）　３４ｍ

水路築造工　１８３ｍ

天神第２雨水幹線築造工事

プレキャストカルバート工（２３００×１５００）　１ｍ

津市 高茶屋小森上野町

組立マンホール工　２箇所

地内

評価項目算定資料届出書

土木一式

施工実績評価資料
（同種・同規模工事のコリンズ登録等の写し（会社としての施工実績））

地 域 ・
格付要件

工 事 名

契約締結の日から 令和6年2月29日工 期

Ａ１・Ａ２

発注業種

【地区】

【第１号様式】

工事場所

参加資格
に関する
事 項

常駐配置（専任の監理技術者又は監理技術者補佐と兼務可）現場代理人

入札が無効でない者のうち、予定価格の範囲内で失格基準価格以上の者につい
て総合評価点を算出する。総合評価点が最も高い者を落札候補者とし、総合評
価点が最も高い者が複数ある場合は、開札立会人によるくじ引きにより決定す
るものとする。

公 告 日

工事概要

【総合評価落札方式】事後審査型条件付一般競争入札

令和5年9月28日 津市ＨＰ「入札・契約」にて公表

建設業許可 特定

所在地要件

同業種の監理技術者（専任配置。ただし監理技術者補佐を専任
で配置するときはこの限りでない。）

主任(監理)技術者

【格付】

格付要件

1／2



円　（税抜き）

・低入札価格調査を経て契約する場合、津市公契約条例第６条の２第１項に規定する労働報酬
下限額の適用案件となります。
　労働環境の確保に係る誓約事項及び令和５年度津市公契約条例労働報酬下限額運用マニュア
ルを必ず確認してください。

・低入札価格調査基準価格を下回った入札を行った者は、価格その他の条件が本市にとって最
も有利なものをもって申込みをした者であっても落札者とならない場合があります。

免 除

提出方法

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

持参に限る

提 出 先

有

必着令和5年9月25日

無

閲覧期間

閲覧場所

購入期間

令和5年9月25日

提 出 先 上下水道管理課契約財産担当（津市上下水道庁舎２階）　ＦＡＸ 059－237－5819

提出期限 令和5年9月13日 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日 令和5年9月20日 ホームページにて回答

〒514-8799　日本郵便（株）津中央郵便局 留　津市上下水道管理局　上下水道管理課 宛郵 送 先

提出期限

有

提出方法

上下水道管理課・津市ホームページ「入札・契約」

提出期限

有

　本件は「津市低入札価格調査試行要領」の対象工事とする。
　低入札価格調査基準価格を下回った入札を行った者が落札候補者となった場合において
は、落札候補者の決定を保留し、「津市低入札価格調査試行要領」に規定する低入札価格
調査を実施する。
　低入札価格調査基準価格を下回った入札を行った者に対して本市から資料の提出及び事
情聴取の協力の要請があった場合は、これに協力すること。
　なお、低入札価格調査基準価格を下回って契約する場合、次の事項を適用する。
・監理技術者の資格を有する専任の担当技術者を１名追加して工事現場に配置すること。
・契約保証金を契約金額の１００分の３０以上の額とすること。
・前払金を契約金額の１００分の２０以内の額とすること。

設計図書
の 購 入

設 計 図 書
等

に 関 す る
質 問

まで

評価項目
算定資料

の提出方法

その他

本公告の日から 令和5年9月25日

本公告の日から

令和5年10月3日 午前９時００分

91,987,000

・配置予定技術者について、３ヶ月以上の雇用関係が継続していること。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項、津市建設工事
　総合評価落札方式試行要領、津市低入札価格調査試行要領のとおりとする。

低入札価格
調査基準価格

設計図書
の 閲 覧

 ㈲オグラ　　津市大字垂水２８７０－２０　　℡059-228-9811

まで

部 分 払

契約保証金 契約金額の１００分の１０以上

入札保証金

　失格基準価格未満の金額の入札は失格とする。
　失格基準価格は、「津市低入札価格調査試行要領」別表第１の算出方法により算出した
額（１万円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）とする。

前 金 払

入札方法等

有

開札日時
及び場所 津市上下水道庁舎　２階　入札室

販 売 店

重点調査
基準価格

予定価格

失格基準価格

　低入札価格調査基準価格を下回る入札のうち、重点的に低入札価格調査を実施する場合
における基準価格として、重点調査基準価格を設定する。
　重点調査基準価格は、低入札価格調査基準価格に１００分の９７を乗じて得た額（１万
円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）とする。

令和5年9月25日

上下水道管理課契約財産担当（津市上下水道庁舎２階）

午後５時　 ※期限を過ぎての提出は受付け致しません。

2／2



津市選挙管理委員会告示第１０１号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第１項及び第７５条第１項

並びに市町村の合併の特例に関する法律（平成１６年法律第５９号）第４条第

１項及び第５条第１項の規定による選挙権を有する者の総数の５０分の１の数、

同法第４条第１１項及び第５条第１５項の規定による選挙権を有する者の総数

の６分の１の数並びに地方自治法第７６条第１項、第８０条第１項、第８１条

第１項、第８６条第１項及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和

３１年法律第１６２号）第８条第１項の規定による選挙権を有する者の総数の

３分の１の数を次のとおり告示する。 

令和５年津市選挙管理委員会告示第９２号は廃止する。 

令和５年９月１日 

 

津市選挙管理委員会 

委員長 磯 部 憲 夫   

 

１ ５０分の１の数  ４，４８３人 

２  ６分の１の数 ３７，３５２人 

３  ３分の１の数 ７４，７０４人 

 

 


